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１．はじめに 

  

― 行政改革大綱策定の背景と目指すべき方向 ― 

 

 本市では「小千谷市行政改革大綱」を平成１５年に策定して以降、５回の改訂

を重ね、事務事業の見直しや社会情勢の変化に対応した組織・機構の改革などを

盛り込むことにより、効率的な行政運営と市民サービスの向上に取り組んでき

ました。 

しかし、人口減少による市税収入の減少、高齢化の進行による社会保障関係費

の増加など、本市を取り巻く環境は、財政を圧迫する要因が数多く存在する一方

で、ＩＣＴ（情報通信技術）やＡＩ（人工知能）などの技術革新の進行、新型ウ

イルス感染症を踏まえた対応、ＳＤＧｓの達成や脱炭素社会の実現に向けた世

界的な動きなど、人々の価値観・働き方・暮らし方、社会情勢が急速に変化して

います。 

 

このような現状において、複雑で多様化する市民ニーズに応えながら、より質

の高い行政サービスを提供していくためには、今まで以上に行財政運営の一層

の効率化を図るとともに、広く市民の声に耳を傾け、市民や民間企業、団体など

と連携し施策を進めていく必要があります。 

また、新たな行政課題に対応するためには、社会情勢の変化に的確に対応でき

る人材の育成と柔軟性のある組織の構築が求められています。加えて、民間の視

点やノウハウを最大限に活かした市民サービスの構築を推進することが必要不

可欠です。 

 

今回の「小千谷市行政改革大綱」の改訂は、これまでの取組を土台に、市民ニ

ーズに沿った行政サービスの提供と将来にわたって健全な財政運営を堅持する

ため、市民の代表などで組織する小千谷市行政改革推進委員会において大綱を

見直し、行政改革をさらに推進するために実施するものです。 

 また、行政改革の実施計画とその進行状況を、市民にわかりやすく公表するこ

とに努め、計画(Plan)→実行(Do)→評価(Check)→改善(Action)のサイクルに基

づき、今後も継続的に点検を行います。 

なお、社会情勢の大きな変化により大綱及び実施計画の修正の必要性が認め

られた場合には、計画期間内においても検討を行うこととして、より実効性の高

い行政改革を推進していきます。  



 2 

２．本大綱の位置付け 

 

 本行政改革大綱は、本市の最上位計画である第五次小千谷市総合計画の中で、

計画推進のための施策の一つとして位置付けられています。 

 本大綱に基づく行政改革実施計画を的確に実行することで、第五次小千谷市

総合計画に掲げる都市像である、「～ひと・技・自然～ 暮らして実感 地域の

宝が輝くまち おぢや」の実現に寄与していくことを目指します。 

 

≪総合計画と行政改革大綱の相関図≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第五次小千谷市総合計画 

基本理念 

「～ひと・技・自然～ 暮らして実感 地域の宝が輝くまち おぢや」 都市像 

基本目標 

1. 人を育み文化の香るまちづくり（教育、文化、スポーツ） 

2. 子育てにやさしく健康長寿で支えあうまちづくり（福祉、健康、医療） 

3. 創造性と活力あふれる産業のまちづくり（産業） 

市民のねがい 

4. 魅力ある都市空間創出と暮らしやすいまちづくり（都市基盤） 

5. 自然を活かした調和と安心のまちづくり（防災、環境、克雪） 

6. ふれあい、にぎわい、暮らし続けたいまちづくり（交流、市民参加） 

計画推進のために 

１. 持続可能な行財政運営 

２. 効果的な広域連携 

３. 人口減少対策 

４. 男女共同参画と人権の尊重 

小千谷市行政改革大綱 

基
本
的
姿
勢 

１. 社会情勢の変化に適応した行政サービスの構築 

２. 人口減少期における健全で持続可能な財政運営の推進 

３. 将来を見据えた行政運営の推進 

行政改革実施計画 

(具体的取組) 

計画推進のための施策 
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３．大綱の対象とする期間 

 

 この行政改革大綱の対象とする期間は、令和４年度から令和６年度までの３

年間とします。 

 

４．現状と課題及び施策の基本方針 

 

 第五次小千谷市総合計画では、本市を取り巻く現状と課題を次のとおり分析

しており、これらの解決に向けた施策の基本方針として次の６点を掲げていま

す。 

 

現状と課題 
 

施策の基本方針 

① 人口減少に伴う市税の減収 

本市の歳入の根幹をなす市税は大幅な増収を見込

めない状況にあるため、施策を計画的に実施する

重要性が高まっています。 

 

 

① 行財政の効率化と市民サービスの向上 

 

② 時代に即した行政組織の構築 

 

③ 人材育成と人事評価制度の効果的な運用 

 

④ 計画的な公共施設の管理 

 

⑤ 広報広聴機能の充実 

 

⑥ 情報システム基盤の整備 

② 財政の弾力性の低下 

高齢化に伴う社会保障関連経費、経年劣化による

建物や道路、橋りょうなどの社会資本の更新経費

などの増加に対応するため、費用対効果に留意し

た効果的な投資に努める必要があります。 

 

 

③ 社会経済情勢の急速な変化 

社会経済情勢及び国や県の政策の変化などに的確

に対応するため、柔軟な組織体制の整備や人材育

成を行う必要があります。 

 

 

④ 各種行政サービスの急速なオンライン化 

重要な情報の流出、不正アクセスなどの危険性の

高まりに対応するため、システム整備やセキュリ

ティ基盤を強化する必要があります。 
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５．行政改革の基本的姿勢 

 

 第五次小千谷市総合計画における施策の基本方針に基づき、行政改革を進め

ていくうえでの、本市の基本的姿勢は次の３点とします。 

 

１ 社会情勢の変化に適応した行政サービスを構築します。 

生産年齢人口の減少により労働力の確保が難しくなっている一方で、官民

問わず Society5.01などの技術発展による利便性の高いサービスの提供が加

速しています。このような状況の中、市民ニーズに沿った行政サービスを提

供していくため、ＩＣＴやＡＩ等の先端技術を活用した新たな事務手続きの

仕組みを構築し、市民の利便性及び事務効率の向上を図ります。 

また、新型ウイルス感染症を踏まえ、時間や場所を選ばずに申請や届出な

どの行政手続きが行える環境を整えます。 

 

具体策 
１．行政手続のデジタル化の推進 

２．スマート自治体の推進 

 

２ 人口減少期における健全で持続可能な財政運営を推進します。 

人口減少社会を迎える中で、将来にわたって健全な財政運営を維持するため

に、法令遵守のもと民間資本との連携を図りながら、民間委託を推進するとと

もに、業務の実施主体の検討を含めた事務事業の見直しなどにより、歳出の縮

減を進めます。 

また、市民や民間企業等のノウハウを活かし、行政運営の生産性・効率性の

向上に努めます。 

 

具体策 

３．指定管理者制度の効果的な活用と公共施設の管理運営における民間活力の導入 

４．インフラ資産の維持管理における包括的民間委託制度の導入 

５．連携協定等による民間とのパートナーシップの推進 

 

                             
1 Society5.0：ロボット、ＡＩなどの新たな技術によりオンライン空間と現実世界をつな

いで、さまざまな社会問題を解決する人々が暮らしやすい社会。内閣府の第５期科学技術

基本計画において、日本が目指すべき未来社会の姿として提唱されたもの。 
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３ 将来を見据えた行政運営を推進します。 

限られた財源と人員で、社会環境の変化や多様化する行政課題に的確に対

応するため、引き続き機動的な組織・機構の整備を行い、新たな行政サービス

形態、体制の構築と政策実現の迅速化に努めます。 

また、専門的な知識と柔軟な発想を持ち、多様化する課題の解決に向けて積

極的に取り組むことのできる人材の育成と職員の意識改革に取り組みます。 

 

具体策 
６．行政課題に適応する組織の構築 

７．社会情勢に適応した人材の確保及び育成 

 

６．推進体制 

 

(1) 庁内の推進体制 

行政改革の着実な推進を図るため、市長の指示のもと、行政改革推進委員

会幹事会において、行政改革の目標達成のため全庁的に対応するとともに職

員一人ひとりが自覚と責任を持ち積極的に取り組みます。 

 

(2) 進行管理 

行政改革の進捗状況を取りまとめ、市民代表等で組織する小千谷市行政改

革推進委員会にその成果を報告し、助言を受けながら着実な推進に努めます。 

 

(3) 進行状況の公表 

行政改革の進行状況は、広報おぢや、ホームページ等を通じて市民に公表

します。 

 

(4) ＰＤＣＡサイクルの定着 

行政改革のあらゆる取組の実効性を高めるため、職員一人ひとりが自発的

な改善を継続して恒常的に行うとともに、組織、制度として常に推進状況を

チェックする必要があります。 

そのために、ＰＤＣＡサイクル(Plan：計画、Do：実行、Check：評価、Action：

改善）に基づく業務執行を定着させます。また、事務改善の実施により、効

率的な事務処理を行います。 
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≪行政改革実施体制図≫ 

 

 

≪ＰＤＣＡサイクル図≫ 

 

行政改革推進委員会 

(市民代表等で構成) 

行政改革推進委員会幹事会 

（庁内組織） 
市議会 

各  課 

公表 

指示 報告 

指示 報告 

意見 

説明 

市  民 

市  長 

助言 報告 

①計画(Plan) 

計画を立て、それを実現

するための方策を決め

る。 

②実行(Do) 

計画に従って実行する。 

③評価(Check) 

実行した結果、計画した

効果が出ているかどうか

把握し、評価する。 

④改善(Action) 

評価を基に、計画を修正

し、改善をする。 


